
＜公報＞
紙→

SGML
→ＸＭＬ

特許情報の流れと情報システム委員会分担テーマ
－

 
経営に資する情報システムの検討と提言
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第2小委員会（WG2）
企業における知財システムのあるべき姿

デジタルインフォメーションサイクル

第2小委員会（WG1）
知的財産情報システムの導入・運用プロセス

第1小委員会
特許庁次期システムの検討と提言

特許庁の施策と本委員会の変遷特許庁の施策と本委員会の変遷

ペーパーレス委

 員会
(1985-1995)

特許庁業務・システム最適化計画

ペーパーレス
（電子出願）

2005  06   07    08    09   10   11   12   13

特許庁運営基盤システム

特許庁新検索システム

・インタラクティブ申請
・包袋情報の無料化

・インタラクティブ申請
・包袋情報の無料化

企業内知財情報システム

特許 (知的財産)
 情報委員会

(1996-2000)

情報システム
委員会
(2001-)

ワンストップ
ポータル

ワンストップ
ポータル

特許庁ペー
 パーレス計画

意見交換会７回、パブコメ意見４回PLニュース９０-１０２号
(‘05-’08)



企業

（１）インターネット電子出願の検討と提言

 
→

 
庁との意見交換会

 
（2008/05）

（２）パソコン出願

 
ユ－ザ連絡会

 
「三極共通出願様式」

 
(2008/12)

（３）会員への情報発信

 
→

 
ペーパレスニュースの発信（１００～１０２号）

テーマ１：「特許事務所との効率的な連携」

特許庁オンライン出願システムの検討と提言

第1小委員会
 

2008年度活動

（１）「特許庁業務システム最適化計画」の検討と提言

→

 
庁との意見交換会、パブリックコメントに対する意見提出

 
（2008/08）

（２）企業システムの出願業務に関係する機能の検討（２テーマ）

特許庁の次期システムの検討と提言

検 収 チェック

特 許 事 務 所

原 案

請求書発 注

書誌情報
（発明者,出願人）

出願書類，納品

支払い

シ ス テ ム

提言への検討事項
「企業と特許事務所の橋渡し」
①セキュリティ面
・電子書類転送手段検討

②自社システムとの連携
・社内インターフェースの検討

③特許事務所のメリット
・現行のシステムへの入力と
同一化検討

④使用ソフトの統一
・バージョンアップへの対応ルール

テーマ２：「各社の発明提案システム」

第1小委員会
 

2008年度活動

「発明提案システム」とは？

 
（各社多様のため、共通部分を定義づけ）

＝

 
「事業部門内の発明提案フロー」をサポートするシステム

■「事業部門内の発明提案フロー管理」を

実現している会社

 
７社／１４社

帳票での実現

 
３社

システムでの実現

 
４社

事例調査（情報システム委員会対象）

3

4

7

帳票管理
システム管理
知財部門管理外

■発明提案の届出を義務化する徹底策がある（社内規定等）

実現ポイント

今後、関連する事例、判例、法律等の情報収集をし、
必要とされる施策や機能について研究を進める

■発明提案から出願手続終了までの流れ■

事業部門内の発明提案フロー

発明提案 ⇒
提案

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ
⇒ 発明届出 ⇒

出願検討
ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ

⇒ 明細書作成 ⇒
出願決定
（承認）

⇒
出願手続
報告

知財部門が関与するフロー



■本研究の背景

各社のシステム導入の状況を知ること

 で、自社で構築すべきシステムの範囲や

 方向性を見極めたいという各社のニーズ

 がある。

■本研究の目的

企業規模に応じたシステム化の範囲・

 手段の指標を示し、今後のシステム導入

 を検討する企業に対して情報提供を行う。

■本研究の進め方

・テーマ選定：アンケートによる共通課題の抽出。

☞

 
企業規模に応じた知財管理システムの

 検討と提言

・研究方法

☞

 
出願件数や知財部員数など、切り口に

 なりうる項目の選定

☞

 
アンケートによる各社のシステム導入状

 況の収集と分析

テーマ：「企業規模に応じた知財管理システムの検討と提言」

企業規模による導入状況の違いの分析

⇒システム導入検討時の指標を示す

⇒特徴的な業務について深堀する

＜今後＞

ベンダーや特許庁への改善要望に繋げて

 いく。

知的財産情報システムの導入・運用プロセス

第2小委員会
 

WG1 2008年度活動

■本研究の背景

知財情報だけを利用した解析システム

 では、企業活動に活用できる情報を読み

 取ることが難しい。

■本研究の目的

市場動向、営業情報を組合せた知財情

 報解析システムを提言する

テーマ：“経営に資する”情報活用の観点から
知的財産情報システムの検討と提言を行う

企業における知財情報システムのあるべき姿

第2小委員会
 

WG2
 

2008年度活動

知財情報 非知財情報
主観的

特許評価
客観的
特許評価

目的

レベル

解 析 アウトプット

 対象者

仮想アウトプット事例から抽出された課題

 ／解決策を、マッピングし、システムの要

 求仕様を導き出す

＜今後＞

企業活動に直結した最適な解析システム

 のあるべき姿を提言する

マ
ッ
ピ
ン
グ

非知財情報知財情報

現状のシステムでは？

(課題／解決策）

アルゴリズム例必要な情報イメージ目的出力内容

非知財情報知財情報

現状のシステムでは？

(課題／解決策）

アルゴリズム例必要な情報イメージ目的出力内容

発明活性度シェアマップ
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課題／解決策抽出シート




